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2011年地方公務員給与等に関する申入れ
　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　地方公務員の賃金・定員を巡っては、厳しい地方財政が続いていることから、2001年度～2009年度までに地方公務員の定員は16％の純減になり、給与の独自削減措置も約６割の自治体で実施されています。
　野田内閣総理大臣は、所信表明演説の中で、東日本大震災、集中豪雨などの被災地では、自らが被災者でありながら人命救助や復旧など住民に向き合い続ける自治体職員などの献身的な作業によって、日本の「今」と「未来」は支えられている、と述べました。多くの地方公務員は、今回の震災等からの復旧時だけではなく安心・安全で、質の高い公共サービスを提供するために、高い使命感と責任をもって日々の職務に精励しています。
　私どもは、このような地方公務員の努力に十分に報いる賃金・労働条件の改善や、ILO勧告をみたした労働基本権の確立と民主的公務員制度改革の早期実現をめざして取組みを進めてきました。
　貴職におかれましては、私どもとの十分な交渉・協議のもと、下記の事項の実現に向けて努力されるよう申し入れます。
記
１．労使が責任をもって賃金・労働条件決定ができるよう自律的な労使関係制度に関わる法整備を早期に行うこと。それに当たっては、公務員連絡会地方公務員部会が、６月13日に提出した「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方に対する意見」の実現をはかること。
２．自律的労使関係制度が施行されるまでの間においても、各地方自治体における給　与決定に関わって国と同様の取扱いを求めることなく、地域の実情や労使間の十分　な交渉・協議を通した自主的な給与決定を尊重すること。
３．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保　障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。
４．臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定を実現するため、地方自治法等の法改正を行うこと。
５．段階的定年延長に関わって、地方自治体においても、国に遅れないよう制度設計を進めること。それに当たって、地方公務員の実情を踏まえたものとすること。
６．地域の公共サービスの質の維持・向上をはかることに留意した定員管理を行うよ　う各地方自治体に求めること。
